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1. はじめに 

現在、東京都知事の管理するほとんどの中小河川

では、その改修に際して河川法による河川整備計画

のほか、都市計画法に基づく都市計画決定を行った

うえ、都市計画事業として河川改修を実施している。 

これは、全国的にも非常に事例が少ないものとな

っている。他府県（政令指定都市を含む）における

河川の都市計画決定としては、埼玉県や横浜市で市

街地を貫流して新たな河川施設（分水路や調節池等）

を設ける場合などが挙げられる。 

これに対して、東京の中小河川では、治水対策と

しての現河川の拡幅を、整備計画（河川法）に基づ

き都市計画決定のうえ、都市計画事業として進めて

いる。環状七号線地下調節池などの河川施設計画で

は、都市計画河川の計画決定の変更となる。 

本報では、東京の中小河川が市区改正条例の時代

から一環して都市計画に位置づけられて改修されて

きた経緯と背景を示すとともに、中小河川の改廃に

影響を与えた他の都市計画との関連を概説する。 

 

2. 調査対象 

東京都知事が管理する法定河川は図－1に、都市計

画河川は図－2のとおりである。 

このうち、東京の中小河川とは、主に隅田川以西

に位置する都知事管理の法定河川のことであり、多

摩川の指定区間などは除くものとする。 

本報における都市計画の経緯については、市区改

正を含む明治期より現在までの期間を対象とする。 

3. 東京市・東京都の沿革 

東京府・市および都（以下、「東京」という。）

における地域的な構成および制度面での変遷につい

ては、表-1に示すとおりである。 

1) 職制沿革 

ここでは、東京都が発行する「東京都職制沿革」1)

に基づき、関連する部局の沿革を概説する。 

大正14年には、東京市に区画整理局のほか、河港

課、公園課や復興総務部が設置されていることが判

る。 

昭和5年の東京市には、都市計画課（計画掛ほか）

と区画整理課（整地掛ほか）が設置され、土木局に

河港課（技術掛）があるほか、保健局に公園課が置

かれている。 

昭和8年になると、図-3に示すとおり監査局が設置

され、都市計画課は監査局に所属し、計画掛と整地

掛を所管している。 

昭和18年には、東京都制が施行された。これに伴

い新たに計画局が設置され、都市計画課に計画係と

技術係を配すほか、河川課（工事係ほか）と公園緑

地課（同）が設置されている。 

昭和21年になると、計画局を改組し建設局が設置

され、都市計画課が技術係と復興区画整理係を所管

し、新たに整地工事課や土地課（戦災関係）が設け

られている。 

2) 事務分掌 

昭和11年に発行された「東京都職員録」3)によれば、

当時の各課の事務分掌は下記のとおりである。 
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※1　公共溝渠　地方自治法第281条

　　（昭和28・36年に移管）

※2　多摩地域の普通河川は、現在、地
方分権一括法の施行に伴い移管中

 
 

図－1  東京都 河川管理体系図 2) 

 

図－2  東京都管内 都市計画河川一覧図       出典：河川部
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監査局都市計画課の分掌には、1.都市計画に関す

る事項、2.都市計画事業の企画、予算及び基礎調査

に関する事項、3.土地区画整理及び耕地整理に関す

る事項などが列挙されている。同じく土木局河川課

では、1.河川運河及びその他付属物の維持管理に関

する事項、2.河川浚渫、埋立て及び水面に関する事

項などが列挙されている。 

同様に昭和14年、東京市企画局が発行した「東京

都市計画概要」4)には、次のような記述がある。 

 

  第５章 東京都市計晝及同事業の行政組織 

 現行法上都市計晝は國家事業とせられ内務大臣

の主管に属し、之が執行者は原則として都市計画

法適用市町村を統括する行政廳（東京にあっては

東京市長）が當ることゝなって居り、此の外調査

審議機關として都市計晝委員會が設けられてゐる

こと曩に述べた通りである。 

 本市に於ける都市計晝行政事務の掌理機關とし

て企晝局に都市計画課が設置されてゐる。（中略） 

 從って都市計晝事業中道路、河川運河、高潮防

禦等に關する事業は土木局に於て、（中略）等夫々

主管局課に分屬執行されてゐる。 （原文のママ） 

ここで注意しなければならないのは、都市計画事

務の担当機関としては企画局の都市計画課であり、

土木局の各課が事業を分担執行している、との記述

である。 

 

4. 都市計画の沿革5) 

それでは何故、このような事務分掌になったのか、

また他府県と異なり、東京では河川改修を都市計画

事業として実施してきたのか、について考察を試み

る。 

東京における都市計画の沿革は、地方自治制度の

沿革と密接に関連している。首都である東京は、政

府（国）との関係で他の自治体と異なる場合が多く、

常に直接指揮と独立自治との間を揺れ動いており、

このことがまちづくりの様々な側面に影響を与え、

都市計画制度面にも反映されているからである。 

都市計画の沿革概要は、表－2に示すとおりである。 

1) 市区改正条例 

明治21年、明治政府は市制・町村制を公布し、翌

年の施行に伴って東京市が設置された。しかしなが

ら、東京・大阪・京都の三大都市に対しては、政府

の直轄管理を目的とした「市制特例」が敷かれ、東

京市の市長は府知事が兼任する変則形態であった。 

同21年8月には、市区改正条例が公布され、内務省

が都市計画を所管することとなった。市区改正条例

とは、現在でいう都市計画法に相当する法律である。 

都との関係において、この条例で注意を要する点

は、第3条と5条の事業費に関する定めである。 

第3条に東京府管内における特別腑課税の定めが、

第5条には東京府区部の基本財産として、区内に位置

する官有河岸地のうち供用されていないものを府に

下付し、これを売却して特別税とともに事業費とす

ることが定められている。 

この時点で既に、河岸地という河川の付属地が都

市計画のための売却の対象として捉えられている訳

である。 

なお、第1条と2条では、内務大臣が市区改正の主

管・決定を行ったうえ、内閣の許可を受けて東京府

知事に対し、計画の告示を行わせると定めている。

ここに首都東京の都市計画は、東京市ではなく内務

省の実質所管となり、大正9年公布の都市計画法に至

っても継承されることとなる。 

 
図‐3 昭和 8 年 分課組織表 

出典：東京都職制沿革 2) (一部加工) 
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表-1 東京都（府・市） 構成沿革一覧表6)7)8)9)10) 
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界
大
戦

東
京
府
に
施
行
さ
れ
る

3郡のうちから
百数十箇町村を
東京府へ移管

※M23
府県制・
郡制公布
東京府
対象外

 



 

 

-
1
8
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表-2（1） 都 市 計 画 経 緯 一 覧 表10)11)12) 

西
　
暦

1
8
7
3

1
8
8
3

1
8
8
4

1
8
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
8
8
9

1
8
8
9

1
8
9
6

1
8
9
7

1
8
9
9

1
9
0
0

1
9
0
3

1
9
0
4

1
9
0
5

1
9
0
6

1
9
0
8

1
9
1
0

1
9
1
2

1
9
1
3

1
9
1
4

1
9
1
6

1
9
1
7

1
9
1
8

1
9
1
9

1
9
2
0

1
9
2
1

1
9
2
2

1
9
2
3

1
9
2
3

号

年 6 17 18 19 20 21 22 22 29 30 32 33 36 37 38 39 41 43 45 2 3 5 6 7 8 9 10 11 12 12

月 3 11 12 10 6 6 3 8 1 1 3 5 4 3 10 1 3 3 6 3 10 11 4 7 4 7 4 11 4 5 5 11 4 4 1 12 4 4 5 4 5 9 9 9 9 10 11 11 12 12 12
太
政
官
　
布
達

市
区
改
正
意
見
書

（
芳
川
案

）

東
京
市
区
改
正
審
査
会

市
区
改
正
審
査
会
案

浅
草
　
弁
天
池
　
埋
立
完
了

日
本
橋
区
中
洲
　
埋
立
完
了

東
京
市
区
改
正
条
例
案
 

否
決

東
京
市
区
改
正
条
例
　
公
布

東
京
市
区
改
正
条
例
　
施
行

東
京
市
区
改
正
建
物
処
分
規
則

市
区
改
正
委
員
会
案
　
立
案

東
京
市
区
改
正
設
計
　
告
示

新
佃
島
　
埋
立
開
始

旧
・
河
川
法
　
公
布

土
地
区
画
改
良
に
関
す
る
法
律

旧
・
河
川
法
準
用
令

東
京
築
港
計
画
書

旧
・
下
水
道
法
　
公
布

東
京
市
区
改
正
　
新
設
計
 

告
示

日
比
谷
公
園
　
開
設

桜
田
・
馬
場
先
・
大
手
濠

東
京
市
区
改
正
設
計
　
変
更

東
京
市
区
改
正
設
計
　
追
加

市
　
臨
時
市
区
改
正
局
　
設
置

赤
坂
　
溜
池
　
埋
立
完
了

市
　
臨
時
市
区
改
正
局
　
廃
止

大
正
１
年

運
河
法
　
公
布

第
１
次
世
界
大
戦
　
開
始

建
築
警
察
制
度
の
確
立

内
務
省
大
臣
官
房
都
市
計
画
課

都
市
計
画
調
査
会
官
制
　
公
布

第
１
次
世
界
大
戦
　
終
結

旧
・
都
市
計
画
法
　
公
布

市
街
地
建
築
物
法
　
公
布

旧
・
都
市
計
画
法
　
施
行

東
京
市
長
・
後
藤
新
平

公
有
水
面
埋
立
法

東
京
市
政
要
綱
　
発
表

街
路
修
築
・
河
川
濠
渠
改
修
計
画

東
京
都
市
計
画
区
域
　
決
定

旧
・
廃
川
敷
地
処
分
令

関
東
大
震
災

帝
都
復
興
ノ
議
　
上
申

天
皇
詔
書
　

「
帝
都
復
興
三
則

」

帝
都
復
興
計
画

帝
都
復
興
計
画
　
成
立

帝
都
復
興
計
画
東
京
市
案

特
別
都
市
計
画
法
　
公
布

東
京
　
５
公
園
設
置

提
出

（
芳
川
府
知
事

）

内
務
省
に
設
置

浅
草
公
園
　
開
園
関
連

元
老
院
に
付
議

政
府
勅
令
　
第
6
2
号

公
布

政
府
認
可

法
律
第
7
1
号

勅
令
第
4
0
4
号

（
速
成
計
画
　
決
定

）

日
露
戦
争
祝
勝
行
列
惨
事

計
画
縮
小

外
苑
・
２
本
道
路
新
設

第
１
次
速
成
事
業
　
完
了

第
２
次
速
成
計
画
　
決
定

法
律
第
1
6
号

第
２
次
速
成
事
業
　
完
了

設
置

１
１
月
　
施
行

法
律
第
５
７
号

「
８
億
円
計
画

」

告
示

都
市
計
画
東
京
地
方

（
委

）

勅
令
第
3
0
3
号

内
務
大
臣
・
後
藤
新
平

原
局
案
・
４
１
億
円

政
府
原
案
・
１
３
億
円
弱

参
与
会
・
評
議
会
通
過

審
議
会
・
特
別
委
員
会

第
４
７
議
会
・
政
友
会

区
画
整
理
の
事
業
主
体

東
京
市
・
市
会

赤
坂
溜
池
の
埋
立
　
開
始
？

財
政
上
の
理
由
か
ら
否
決

４
９
公
園
　
計
画
決
定

実
施
さ
れ
ず

計
画
縮
小
　
2
2
公
園
計
画

東
京
市
区
改
正
事
業

３
濠
の
埋
立

市
区
改
正
速
成
事
業
の
た
め

「
市
区
改
正
↓
都
市
計
画

」
用
語

街
路
・
共
同
溝
等
整
備

東
京
市
の
4
3
％
焼
土
化

帝
都
復
興
の
基
本
方
針

遷
都
否
定
・
復
興
方
針

理
想
案

最
低
限
・
大
蔵
省
了
承

大
幅
縮
小
決
定

２
割
削
減
・
修
正
案

東
京
市
の
理
想
案

３
河
川
の
改
修
・
新
サ
ク
　
決
定

3
9
年
　
凱
旋
道
路
完
成

内
務
大
臣
・
後
藤
新
平

帝
都
復
興
計
画
の
原
型

4
月
・
後
藤
　
市
長
退
任

「
復
旧
で
は
な
く
復
興

」

帝
都
復
興
院
　
設
置

約
６
億
円
弱
の
予
算
案

復
興
院
事
務
費
・
全
額
削
除

採
用
さ
れ
ず

明治 明治 大正

東
京
市
へ
変
更

（
財
政
上

）
　
市
会
・
市
長
が
支
持

初
の
街
路
網
計
画
・
　
１
０
河
川
の
新
サ
ク
・
改
修
埋
立
　
計
画
決
定

都
市
計
画
制
限
・
区
画
整
理
・
受
益
者
負
担
金
等
　
制
度
創
設

東
京
市
の
会
長
　
内
務
次
官
　
・
市
長
　
通
常
委
員
に
加
え
　
警
視
総
監
・
府
知
事
を
含
む

目
的
　
治
水
・
舟
運

、
　
河
川
管
理
　
国
の
機
関
と
し
て
の
知
事

東
京
市
区
改
正
条
例
等
の
準
用
に
関
す
る
法
律

建
築
線
制
度

（
第
7
条
但
書

）
郊
外
地
統
制
＝
建
築
線
・
区
画
整
理

３
濠
の
一
部
埋
立
計
画
・
公
園
化
　
経
済
性
・
衛
生
上
の
理
由
ほ
か

建
築
線
指
定
・
建
築
許
可
　
権
限
 

警
視
庁

事
　
　
　
　
　
象

備
　
考

「
土
地
増
価
税
・
閑
地
税
・
超
過
収
用

」
条
項
否
決

市
予
算
・
１
億
円
強

、
政
府
予
算
・
約
１
５
億
円

ロ
ン
ド
ン
・
パ
リ
と
の
統
計
的
な
比
較
　
市
区
改
正
の
基
本
方
針

上
野
・
浅
草
・
飛
鳥
山
・
芝
　
等

知
事
が
河
川
法
を
準
用
す
べ
き
河
川
を
認
定

（
治
水
上
の
取
り
締
り

）

（
東
京
・
横
浜
　
対
象

）
　
特
別
都
市
計
画
委
員
会
　
官
制

現
２
３
区
相
当
域

（
東
京
駅
〜
1
6
k
m
圏

）
想
定
人
口
7
0
0
万

８
河
川
の
新
サ
ク
・
改
修

、
外
濠
８
条
の
改
修
・
埋
立
　
委
員
会
決
定
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表-2（2） 都 市 計 画 経 緯 一 覧 表 
1
9
2
4

1
9
2
4

1
9
2
6

1
9
2
7

1
9
3
0

1
9
3
0

1
9
3
2

1
9
3
3

1
9
3
4

1
9
3
6

1
9
3
7

1
9
3
8

1
9
3
9

1
9
4
0

1
9
4
1

1
9
4
2

1
9
4
3

1
9
4
4

1
9
4
5

1
9
4
5

1
9
4
6

1
9
4
7

13 13 15 2 5 5 7 8 9 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 20 21 22

2 3 10 12 9 8 3 5 10 3 10 1 7 2 12 10 4 7 3 2 4 7 3 4 4 9 9 11 12 1 4 1 3 12 12 1 3 8 9 11 12 12 1 4 9 9 10 11 11
帝
都
復
興
事
業
　
着
手

荒
川
放
水
路
　
完
成

昭
和
１
年

明
治
神
宮
風
致
地
区
　
指
定

東
京
都
市
計
画
街
路
　
告
示

帝
都
復
興
事
業
　
完
成

東
京
都
市
計
画
街
路
　
告
示

隅
田
公
園
　
開
設

風
致
地
区
　
４
地
区
指
定

利
根
川
改
修
工
事
　
完
成

復
興
事
務
局
　
廃
止

東
京
市
域
　
拡
大

（
大
東
京
市

）

風
致
地
区
　
４
地
区
指
定

土
地
区
画
整
理
設
計
標
準

多
摩
川
　
砂
利
採
取
禁
止

旧
・
都
市
計
画
法
　
改
正

河
濠
整
理
計
画

東
京
市

（
３
５
区

）
成
立

防
空
法
公
布
 
1
2
月
施
行

日
華
事
変

市
街
地
建
築
物
法
　
改
正

防
空
建
築
規
則
　
公
布

東
京
緑
地
計
画
　
最
終
決
定

防
空
土
木
一
般
指
導
要
領

紀
元
2
6
0
0
年
記
念

旧
・
都
市
計
画
法
　
改
正

都
市
計
画
道
路
　
告
示

東
京
防
空
都
市
計
画
案
大
綱

内
務
省
防
空
局
・
国
土
局

防
空
法
　
改
正

第
二
次
世
界
大
戦
　
開
始

関
東
地
方
計
画
　
素
案
完
成

石
神
井
・
善
福
寺
緑
地
ほ
か

都
市
計
画
道
路
　
告
示

井
の
頭
・
妙
正
寺
緑
地
ほ
か

防
空
法
　
空
地
指
定

都
市
疎
開
実
施
要
綱

旧
・
都
市
計
画
法
　
戦
時
特
例

防
空
法
　
疎
開
空
地
指
定

東
京
大
空
襲

第
二
次
世
界
大
戦
　
終
結

疎
開
跡
地
に
関
す
る
件
　
通
牒

内
務
省
・
戦
災
復
興
院
　
設
置

戦
災
地
復
興
計
画
基
本
方
針

帝
都
復
興
計
画
要
綱
案
　
公
表

防
空
法
　
廃
止

帝
都
復
興
都
市
計
画
　
決
定

特
別
都
市
計
画
法
　
公
布
・
施
行

緑
地
地
域
計
画
標
準
　
通
知

自
作
農
創
設
特
別
措
置
法
　
公
布

不
用
河
川
埋
立
事
業
計
画
　
決
定

都
市
計
画
運
河
・
河
川
　
告
示

幹
街
8
号

（
行
幸
道
路

）

通
水
式

細
道
路
網

（
生
活
道
路

）

（
道
路
公
園

）

石
神
井
・
善
福
寺
ほ
か

震
災
復
興
事
業
　
終
了

隣
接
５
郡
８
２
町
村
合
併

多
摩
川
・
大
泉
ほ
か

制
定

東
京
市
都
市
計
画
課

２
村
合
併

（
千
歳
・
砧

）

内
務
省
計
画
局
　
設
置

第
1
2
条
・
目
的
　
防
空

内
務
大
臣
　
報
告

都
市
基
盤
の
防
空
対
策

６
大
緑
地
造
成
　
着
手

保
健
道
路

内
務
省
決
定

新
設

空
地
指
定

（
第
５
条
ノ
２

）

都
市
計
画
東
京
地
方

（
委

）

都
市
計
画
決
定

保
健
防
火
道
路

都
市
計
画
決
定

空
地
帯
・
防
空
空
地

閣
議
決
定

公
布

疎
開
空
地
・
疎
開
空
地
帯

内
務
省
国
土
局
長

閣
議
決
定

東
京
都
都
市
計
画
局

復
興
院
告
示
第
1
3
号

（
都
市
計
画
法
の
特
例

）

内
務
省
戦
災
復
興
院

（
農
地
解
放

）

都
市
計
画
東
京
地
方

（
委

）

復
興
院
告
示
第
1
2
2
号

内
務
省
 

復
興
局
　
設
置

計
画
街
路
の
新
設
等
1
7
4
路
線

３
大
・
5
2
小
公
園
の
新
設

日
本
最
初
の
風
致
地
区

〜

S
1
8
年
　
新
市
域
2
0
区

日
本
初
の
臨
川
公
園

旧
東
京
市
＝
御
府
内
域

現
在
の
２
３
区
域
相
当

都
市
計
画
・
防
空
　
所
管

（
建
築
物
禁
止
の
防
空
空
地
制
度

）

都
市
防
衛
・
官
庁
疎
開

地
方
計
画
＋
都
市
計
画
　
構
成

帝
都
復
興
院
　
廃
止

橋
梁
の
新
設

建
物
疎
開
＝

破
壊
消
防

８
月
１
５
日
以
前

区
画
整
理
区
域
約
６
千
１
百
万
坪

区
画
整
理
区
域
約
３
千
万
坪

河
川
沿
い
の
通
路

（
遊
歩
道
・
馬
車
道

）

昭和

緑
地
の
6
3
％
対
象
・
公
園
緑
地
　
都
市
計
画
決
定
・
規
制
は
維
持

戦
災
復
興
計
画
の
原
型

大正

1
0
月
外
濠
〜

S
2
5
浜
町
川
ほ
か

（
灰
燼
処
理
・
埋
立
地
売
却

）

東
京
都
　
特
別
都
市
計
画
区
域
・
事
業
　
決
定
　
復
興
院
告
示
第
1
2
0
号

山
手
方
面
の
1
7
河
川
　
改
修
・
高
潮
・
埋
立
　
都
市
計
画
決
定

東
京
市
復
興
事
業
局
・
土
木
局
設
置
　
幹
部
は
復
興
局
職
員
兼
務

簡
易
防
火
構
造
・
耐
弾
構
造
　
等

河
川
沿
い
の
通
路

（
遊
歩
道
・
馬
車
道

）

都
市
計
画
と
し
て
土
地
区
画
整
理
を
位
置
づ
け

第
１
条
・
都
市
計
画
の
目
的
　
防
空
追
加
・
　
緑
地
を
都
市
計
画
施
設
に
位
置
づ
け

（
成
文
化

）

従
来
の
衛
生
・
保
安
に
追
加

、
　
空
地
地
区
　
制
度
化

外
濠
埋
立
計
画
　
街
区
整
備
・
衛
生
上

（
都
市
計
画

）

防
火
区
画
　
道
路
・
河
川
・
公
園
緑
地
等
で
分
割
方
針

６
大
緑
地
　
防
空
空
地
と
し
て
都
市
計
画
決
定

焼
失
全
域
　
区
画
整
理
実
施
　
内
閣
認
可

、
　
5
0
区
告
示

環
状
緑
地
帯
　
石
神
井
川
・
善
福
寺
川
緑
地
帯

馬
場
先
濠
　
一
部
の
埋
立
　
歩
車
分
離
・
街
路
樹
植
栽

武
蔵
野
郷
土
景
観
の
保
全
・
河
川
及
び
周
辺
樹
林
地

旧
・
都
市
計
画
法
　
第
1
0
条
第
２
項
指
定
　

（
建
築
物
制
限
等

）

河
川
・
運
河
の
改
修
　
1
1
本
改
修

、
新
サ
ク
１
本

、
埋
立
１
本

新
市
域
全
域
　
市
内
幹
線
・
補
助
街
路

、
郊
外
　
放
射
・
環
状
幹
線
街
路
ほ
か
　
現
在
の
原
型

帝
都
復
興
完
成
記
念
式
典

（
政
府
・
市

）
　
４
月
　
復
興
局
　
廃
止
・
復
興
事
務
局
　
設
置

都
市
計
画
・
一
般
土
木
　
国
土
局
所
管

（
建
設
省
前
身

）

1
1
月
　
東
京
空
襲
の
開
始

用
途
地
域
・
風
致
地
区
　
取
締
り
停
止
措
置

（
Ｓ
2
2
・
5
月
復
活

）

首
都
圏
整
備
計
画

（
1
9
5
8

）
と
近
似

（
緑
地
地
区
↓

G
B
地
帯

）

環
状
緑
地
帯
と
ほ
ぼ
一
致
　
国
庫
補
助

（
1
/
2

）

空
地
帯
の
指
定
区
域
を
緑
地
指
定

（
東
京
の
み
実
施

）

広
幅
員
街
路
・
緑
地
地
域
　
確
保

（
東
京
緑
地
計
画
に
倣
う

）

（
防
空

）
空
地
指
定
の
根
拠
を
失
う

内
務
省
　
戦
災
復
興
計
画
基
本
方
針
　
策
定
指
示

緑
地
地
域
・
土
地
区
画
整
理
　
制
度

(

東
京
特
別
都
市
計
画
へ
改
称

)

戦
災
復
興
計
画
　
策
定
開
始

防
空
法
の
効
力
期
限
S
2
1
・
7
月
ま
で
に
都
市
計
画
決
定
を
指
示
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表-2（3） 都 市 計 画 経 緯 一 覧 表 
1
9
4
8

1
9
4
9

1
9
5
0

1
9
5
1

1
9
5
3

1
9
5
4

1
9
5
5

1
9
5
6

1
9
5
6

1
9
5
7

1
9
5
8

1
9
5
9

1
9
6
0

1
9
6
3

1
9
6
4

1
9
6
5

1
9
6
6

1
9
6
7

1
9
6
8

1
9
6
9

23 23 24 25 26 28 29 30 31 31 32 33 34 35 38 39 40 41 42 43 44

1 6 7 12 4 6 7 10 3 6 11 12 5 5 4 4 6 8 7 8 12 3 4 7 7 5 6 10 11 3 8 3 8 9 1 2 7 10 3 6 5 6 7 2 4 4 5 6 11
内
務
省
・
戦
災
復
興
院
　
廃
止

三
十
間
堀
埋
立
運
営
委
員
会

シ

ャ
ウ
プ
勧
告

都
市
計
画
緑
地
地
域
　
指
定

経
済
安
定
９
原
則
　
公
表

ド

ッ
ジ
ラ
イ
ン
　
公
表

戦
災
都
市
計
画
の
促
進
に
つ
い
て

首
都
建
設
法
　
制
定

建
築
基
準
法
　
制
定

首
都
建
設
計
画
　
決
定
公
表

東
京
都
市
高
速
道
路
の
整
備

東
京
都
市
計
画
河
川
　
決
定

土
地
区
画
整
理
法
　
公
布

特
別
都
市
計
画
法
　
廃
止

外
郭
堤
防
建
設
促
進
大
会

都
市
計
画
税
　
復
活

都
市
公
園
法
　
公
布

首
都
圏
整
備
法
　
制
定

東
京
都
都
市
計
画
地
方
審
議
会

運
河
計
画
　
廃
止

東
京
都
都
市
計
画
地
方
審
議
会

東
京
公
園
緑
地
計
画
　
改
定
決
定

河
川
白
書
　
東
京
都
建
設
局

道
路
整
備
緊
急
措
置
法
　
公
布

下
水
道
法
　
改
正
　
公
布

東
京
都
市
計
画
道
路
白
書
　
発
表

東
京
都
市
高
速
道
路
計
画

東
京
オ
リ
ム
ピ

ッ
ク

首
都
高
速
道
路
公
団
　
発
足

オ
リ
ム
施
設
に
関
す
る
基
本
計
画

首
都
高
速
道
路
計
画
　
８
路
線

東
京
都
都
市
計
画
地
方
審
議
会

道
路
白
書
　
発
表
・
首
都
整
備
局

中
川
放
水
路
　
完
成

中
小
河
川
緊
急
３
箇
年
計
画

河
川
・
運
河
計
画
　
計
画
変
更

都
市
計
画
道
路
網
再
検
討

東
京
オ
リ
ム
ピ

ッ
ク
 

開
催

武
蔵
水
路

（
利
根
川
〜
荒
川

）

首
都
圏
整
備
法
　
改
正

改
正
・
首
都
圏
整
備
法
　
制
定

新
道
路
2
0
年
計
画
　
決
定

都
市
計
画
道
路
網
再
検
討

東
京
都
中
小
河
川
緊
急
整
備
計
画

首
都
高
速
６
号
線
　
承
認

緑
地
地
域
の
全
面
改
定
に
つ
い
て

東
京
都
中
期
計
画
　
策
定

緑
地
地
域
　
2
3
区
域
　
廃
止

新
・
都
市
計
画
法
　
施
行

東
京
江
東
防
災
再
開
発
基
本
構
想

税
制
改
革

建
設
省
告
示
第
1
7
号

G
H
Q

G
H
Q
　
緊
縮
財
政

閣
議
決
定

住
民
投
票
　
実
施

施
行

委
員
会
　
公
告
第
9
号

首
都
建
設
委
員
会
　
勧
告

S
3
0
・
４
月
　
施
行

首
都
建
設
法
　
廃
止

蒲
田
・
大
森
方
面

公
園
緑
地
特
別
委
員
会

首
都
圏
整
備
委
員
会

開
催
決
定

４
路
線
・
3
2
k
m

決
定
　
組
織
委
員
会

S
3
9
〜

4
1
年
度

環
6
号
線
内
　
決
定
告
示

完
成
　
通
水
式

環
6
号
線
外
　
決
定
告
示

S
4
2
〜

５
箇
年
間

東
京
都
公
園
審
議
会

従
来
の
緑
地
地
域
　
全
廃

発
表

都
市
計
画

（
付
加

）
税
の
廃
止

1
万
8
千
h
a

閣
議
決
定

緑
地
地
域
の
指
定
解
除

建
築
線
制
度
　
廃
止

中
川
放
水
路

戦
前
の
水
準
の
1
0
分
の
１
程
度

決
定
・
告
示

区
部
８
河
川
対
象

治
水
・
利
水
　
水
系
一
貫
主
義

玉
川
上
水
　
完
全
送
水
停
止

近
郊
地
帯
　
廃
止

旧
緑
地
地
域
関
連
土
地
区
画
整
理

利
用
し
て
い
な
い
特
別
税

防
空
空
地
帯
を
継
承

計
画
圧
縮
・
建
築
規
制
の
緩
和

付
加
徴
収
な
し

建
設
省
告
示
第
1
6
8
9
号

８
路
線
・
7
1
k
m

６
号
線
　
隅
田
公
園
本
所
側
ほ
か

直
轄
管
理
・
機
関
委
任
事
務
制
度

（
大
臣
諮
問
機
関

）
の
中
に
公
園
緑
地
調
査
特
別
委
員
会
　
設
置
・
　
公
園
緑
地
計
画
の
見
直
し

小
名
木
川
運
河
ほ
か
変
更

、
　
横
十
間
川
ほ
か
廃
止

都
市
の
交
通
マ
ヒ
に
関
す
る
緊
急
対
策

都
心
の
道
路
網
大
改
造
計
画
　
作
成
　
首
都
整
備
局

既
定
・
細
道
路

、
保
健
防
火
道
路
を
廃
止

（
一
部
を
補
助
線
街
路
化

）

戦
災
復
興
都
市
計
画
の
再
検
討
に
関
す
る
基
本
方
針

設
置
　
東
京
府
訓
令
甲
第
8
9
号 近

郊
整
備
地
帯
の
設
定

（
既
成
市
街
地
と
の
一
体
整
備

）

土
地
区
画
整
理
事
業
を
施
行
す
べ
き
区
域
　
計
画
決
定

（
隅
田
公
園
　
区
域
か
ら
除
外
：
S
4
5

）

新
・
河
川
法
　
公
布

（
全
面
改
正

）
　
S
4
0
・
４
月
　
施
行

東
京
都
市
計
画
地
方
審
議
会
　
決
定

東
京
都
市
計
画
地
方
審
議
会

既
定
・
細
道
路

、
保
健
防
火
道
路
を
廃
止

（
一
部
を
補
助
線
街
路
化

）

関
連
交
通
施
設
　
昭
和
3
8
年
ま
で
に
完
成
要
請

東
京
都
市
高
速
道
路
の
事
業
主
体
　
S
3
4
・
4
月
　
法
律
第
4
号

公
共
空
間
活
用
の
高
架
道
路
建
設

（
交
通
能
力
増
強

）

東
京
都
市
計
画
河
川
下
水
道
調
査
特
別
委
員
会
　
設
置
・
S
3
6
・
1
0
月
　
報
告
書

戦
災
復
興
計
画
の
再
検
討
に
関
す
る
基
本
方
針

５
放
射
・
都
心
１
環
状

（
4
9
k
m

）

戦
災
復
興
都
市
計
画
再
検
討
実
施
要
綱
　
決
定

戦
災
復
興
都
市
計
画
　
見
直
・
大
幅
縮
小
　
告
示

（
大
臣
諮
問
機
関

）
に
高
速
道
路
調
査
特
別
委
員
会
　
設
置
・
1
1
月
　
道
路
網
計
画
成
案

東
京
都
市
高
速
道
路
に
関
す
る
基
本
方
針
　
建
設
省
発
表

カ
ミ
ソ
リ
堤
防
の
建
設
要
望

近
郊
地
帯

（
遮
断
緑
地
の
意
味
合
い

）

中
小
河
川
の
整
備
　
中
川
外
1
5
河
川
　
約
4
0

、
4
8
5
m

区
部

、
三
多
摩
地
域

、
大
規
模
開
発
地
域
　
対
象

都
市
計
画
事
業
の
認
可
・
承
認
制
　
移
行

（
行
政
事
務
　
再
配
分

）

都
市
計
画
審
議
会
　
公
園
緑
地
・
土
地
利
用
特
別
委
員
会
報
告
　
空
地
地
区
制
度
等
の
活
用
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表-2（4） 都 市 計 画 経 緯 一 覧 表 
1
9
7
0

1
9
7
1

1
9
7
2

1
9
7
3

1
9
7
4

1
9
7
5

1
9
8
3

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
6

2
0
0
7

平成
45 46 47 48 49 50 62 63 64 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 18 19

4 6 1 3 1 9 6 9 1 5 6 8 1 6 5 6 5 3 6 4 12 5 12 4 7 12 4 7 12 5 7 10 2 6 10 3
東
京
都
風
致
地
区
条
例
　
制
定

建
築
基
準
法
　
改
正

新
・
建
築
基
準
法
　
施
行

河
川
法
　
改
正

首
都
圏
近
郊
整
備
地
帯
計
画

土
地
対
策
要
綱
　
発
表

都
市
緑
地
保
全
法
　
公
布

多
摩
川
　
堤
防
決
壊

東
京
の
土
地
　
1
9
7
4
発
表

昭
和
天
皇
　
発
言

河
川
法
　
改
正

都
全
域
　
地
価
監
視
区
域
　
指
定

平
成
１
年

河
川
法
　
改
正

東
京
都
　
区
部
下
水
道
　
概
成

河
川
法
　
改
正

河
川
法
　
改
正

東
京
都
景
観
条
例
　
制
定

都
市
計
画
法
　
改
正

地
方
分
権
　
整
備
等
　
法
律

景
観
づ
く
り
基
本
方
針

河
川
法
　
改
正

地
方
分
権
一
括
法
　
施
行

緑
の
東
京
計
画
　
発
表

水
防
法
　
改
正

大
深
度
地
下
利
用
法
　
施
行

河
川
法
　
改
正

地
方
自
治
法
　
改
正

東
京
都
　
景
観
条
例
　
改
正

６
月
　
施
行

（
予
備
的
変
更

）

S
4
5
・
６
月
　
公
布

法
律
第
4
7
号

首
都
圏
整
備
検
討
委
員
会

地
価
対
策
閣
僚
協
議
会

法
律
第
３
4
号

法
律
第
6
1
号

法
律
第
6
4
号

法
律
第
6
9
号

法
律
第
8
7
号

法
律
第
5
3
号

機
関
委
任
事
務
の
廃
止

法
律
第
4
号

空
地
地
区
関
連

準
用
河
川
制
度
　
拡
大

準
防
火
地
域
　
３
階
建
建
築
可
能

平
成
１
年

高
規
格
堤
防
　
制
度

市
町
村
権
限
の
拡
大
等

地
下
室
の
容
積
率
算
定
除
外

河
川
立
体
区
域
　
制
度

指
定
管
理
者
制

土
地
取
引
監
視
区
域
制
度

緑
の
政
策
大
綱

景
観
緑
３
法
関
係
　
立
体
公
園
制

東
京
都
景
観
条
例
・
景
観
計
画
　
施
行

都
市
公
園
・
緑
地
内
　
建
築
制
限
の
緩
和

（
都
計
法
第
５
３
条
　
一
部
区
域

）

特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
　
公
布

東
京
都
　
し

ゃ
れ
た
街
並
み
づ
く
り
推
進
条
例
　
制
定

景
観
法
　
制
定
　
都
市
公
園
法
　
改
正
　
都
市
緑
地
法

（
変
更

）

都
市
計
画
法
施
行
令
　
土
地
区
画
整
理
法
　
改
正

東
京
都
景
観
づ
く
り
基
本
方
針
　
策
定 隅

田
川
景
観
基
本
軸
　
一
般
地
域
の
景
観
づ
く
り
基
本
方
針
　
策
定

機
関
委
任
事
務
の
廃
止
　
法
定
受
託
事
務
の
整
理

東
京
都
　
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
　
策
定

東
京
都
　
水
循
環
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
　
策
定

東
京
都
河
川
ル
ネ

ッ
サ
ン
ス
２
１
検
討
委
員
会
報
告
　
答
申

神
田
川
地
下
調
節
池

（
第
Ⅰ
期

）
完
成

目
的
規
定
に

「
河
川
環
境
の
整
備
と
保
全

」
の
追
加

昭和

東
京
都
河
川
景
観
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
　
策
定

都
市
計
画
法
　
建
築
基
準
法
　
改
正
　
生
産
緑
地
法
　
公
布

河
川
工
事
に
お
け
る
市
町
村
施
行
　
制
度

新
都
計
法
　
風
致
地
区
条
例
　
義
務
づ
け

震
災
・
・
計
画
を
立
て
た
が

、
実
行
さ
れ
て
い
た
ら
戦
災
は
非
常
に
軽
か

っ
た
・
・

計
画
が
実
行
さ
れ
な
い
こ
と
を
非
常
に
残
念
に
思
い
ま
す

。

東
京
都
都
市
型
水
害
対
策
検
討
会
　
報
告

用
途
地
域
の
細
分
化
　
市
町
村
マ
ス
タ
-
プ
ラ
ン
　
誘
導
容
積
制

建
築
基
準
法
　
都
市
緑
地
保
全
法
　
改
正

都
市
計
画
法
　
建
築
基
準
法
　
道
路
法
　
改
正

立
体
道
路
の
地
区
制
度
　
道
路
区
域
内
の
建
築
制
限
緩
和
ﾝ

建
築
基
準
法
　
国
土
利
用
計
画
法

（
８
月

）
　
改
正

都
計
法
　
建
基
法
　
再
開
発
法
　
区
画
整
理
法
　
港
湾
法
　
改
正

政
令
指
定
都
市
へ
の
管
理
権
限
の
委
譲

都
市
計
画
法
　
建
築
基
準
法
　
改
正

都
市
計
画
法
　
建
築
基
準
法
　
改
正

容
積
率
　
地
区
計
画
制
度
等
の
変
更

都
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つまり、内務省は市制・町村制公布による地方行

政制度の確立とあわせて、地方都市のまちづくり体

制まで掌握することとなったのである。 

2) 都市計画法（旧法） 

大正7年、内務省大臣官房に都市計画課が設置され、

同8年には都市計画法と市街地建築物法が公布され

た。その際の首都東京における特徴として、市街地

建築物法の所管は、内務大臣の委任を受けた警視総

監が執行した点である。ここに、建築警察制度が確

立され、昭和18年の都制施行まで続くことになる。 

同法で新たに制度化された主な事項は、次の三点

である。 

①都市計画区域および都市計画制限の制度 

②地域制度 

③受益者負担制度および超過収用制度 

一方、立法時に大蔵省の反対で財源的な裏づけ条

項が削除された。このため、東京では同法第6条に基

づく内務省令で規則を定め、都市計画道路や運河、

下水道等の施設整備を受益者負担により進めた。 

なお、同法では、都市計画決定の対象が個別の施

設となっており、施設を総体的に指定するものでな

かった点において、現行制度と異なっている。 

3) 都市計画東京地方委員会 

大正9年、後藤新平が東京市長に就任し、翌年には

「東京市政要綱」（俗に、「8億円計画」という。）

が発表された。理想的な都市計画であったが、財政

的な制約から実現には至らなかった。 

大正11年には、都市計画東京地方委員会が現在の 

23区に相当する地域を対象として、「東京都市計画

区域」を決定した。 

当時の都市計画地方委員会は各都道府県に設置さ

れ、知事が委員長を務めていたが、東京にあっては

内務省次官がその長を司り、委員会事務局も東京府

ではなく内務省に設置されるなど、直接指揮が色濃

い体制であった。 

4) 特別都市計画法（震災復興） 

大正12年、関東大震災が発生し、東京は壊滅的な

打撃を受け、都市構造にも大きな損害を生じた。 

後藤新平は内務大臣かつ帝都復興院総裁に就任し、

「復旧ではなく復興」を掲げて計画を立案した。 

復興計画に際して、東京と横浜を対象とする特別

都市計画法が公布された。 

この特別法の特徴は、耕地整理法を準用した土地

区画整理手法の採用であり、自治体施行の途を開い

たことにある。 

政府の予算削減を受け、東京市では区画整理の事

業主体を国から市へ変更することで、焼失地全体の

事業を実施した。予算面では分割されたが、事業面

では東京市復興事業局の幹部を内務省復興局の職員

が兼務する形を採り、一体的に事業を推進している。 

なお、昭和9年には都市計画法が改正され、区画整

理事業が都市計画事業として位置づけられている。 

5) 戦前・戦時体制と法制度 

昭和13年、都市計画法が改正され、第1条の都市計

画の目的に「防空」が追加されるとともに、「緑地」

が都市計画施設に位置づけられた。 

昭和18年には戦時体制強化の一環として、東京府

と東京市を廃したうえ「東京都制」が施行された。 

これにより、旧東京市35区は市を介さずに直接都

に属する組織となる。その目的は、首都東京の大都

市行政の円滑化および戦時事務の効率的な執行のた

めであり、内務大臣が任命する都長官が首長である

等、現行の都制度とは異なるものであった。 

6) 戦災復興計画（東京特別都市計画） 

昭和20年、内務省に戦災復興院が設置される。 

国土局長は、防空法の効力が切れる昭和21年7月ま

でに、新たな都市計画決定を行うよう指示した。 

同22年には戦災復興院告示として、東京の都市計

画運河・河川の改修、高潮事業、埋立て等を決定し

ている。 

また、市街地に山積みされた灰燼の処理にあたっ

ては、都市計画東京地方委員会が「不用河川埋立計

画」（原文のママ）を決定のうえ、埋立造成地の売

却益で灰燼を処理する計画とし、同25年までに工事

を完了しているが、その背景などの詳細は紙面の関

係で別の機会に譲る。13) 

7) 首都圏整備計画 

この時代は、高度経済成長に向け新たな首都建設

関連法令の整備が進んだ時期である。 

首都建設委員会は昭和28年、東京における環状・
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放射網による高速道路建設を勧告した。 

昭和33年以降では、東京都市計画地方審議会の公

園緑地調査特別部会が、東京公園緑地計画の全面改

訂を決定し、高速道路調査特別部会が道路網計画を

立案、河川下水道調査特別部会では河川と下水道整

備のあり方を、順次報告している。 

(1) 都市計画高速道路 

ここで、昭和36年に東京都の首都交通対策審議会

から答申された「東京都における総合的交通対策に

ついて」のうち、道路計画と同用地取得対策に関す

る記載は、次のとおりである。14) 

Ⅱ 道路計画 

第１．高速道路対策 

１．環状道路の整備 

４．以上の措置を進めるに当って考慮すべき事項 

(1)路線の選定にあたっては、市街地の都市利用を

十分に考慮し、つとめて未利用地および治水、

舟運上支障のない河川敷又は鉄道敷等公共用地、

公用地を利用すること。 （原文のママ） 

 

また、昭和35年に東京都オリンピック準備局が発

行した「東京都オリンピック時報」に記載された首

都高速道路に関する文章には、次のような記載があ

る。15) 

首都高速道路の建設計画 

高速道路の形態 

① 広巾員の道路の中央をとおる場合(35%・110) 

② 一般住宅の上を通る場合    (14%・ 90) 

③ 河川の上を通る場合       (30%・110) 

④ 河川を干拓して河床をとおる場合と堀割式で

とおる場合           ( 6%・ 60) 

 ･･･都市の美観上からも、工事の点からも都市内

高速道路の理想型である。･･･ 

⑤ トンネルでとおる場合     ( 7%・120) 

⑥ 平面部分をとおる場合     ( 4%・ 55) 

 

なお、上記の（）内は、筆者による全体に対する

凡その比率と建設費（単位：万円）を示している。 

上記④にある干拓・堀割式は、経済性でも①高架

式、⑤トンネル式の約半額であり、美観上からも優

れていると記されているが、全体の6%に留まってい

る。このほかの要素および用地買収費を勘案しても、

当時の首都高速道路建設が経済性から路線を選定し

たものではないこと、用地買収等の制約が少なく短

期間で建設できるルートを選定したことが判る。 

この結果、日本橋川や古川、隅田川の堤防上と隅

田公園の上空などを占用し、築地川や楓川などが廃

止となって首都高速道路が整備されたことは周知の

とおりである。 

なお、岸井孝幸氏の記事16)によれば、当時の東京都

の担当者は、首都高速道路の地下案と掘割案（原文

のママ）も検討したが、地下案はＧＨＱにより費用

面で否定され、掘割案も建設省河川局が受け入れず

実現しなかったとある。 

この掘割案とは、大雨時には道路閉鎖して河道と

して利用する前提のものであり、狩野川台風の被害

や神田川水系で平水位が危険水位に達する所要時間

を鑑みれば、河川局の判断は当然のことと云える。5) 

(2) 河川下水道調査特別部会 

昭和36年10月、同特別部会は、東京都市計画地方

審議会会長（東京都知事）宛の報告書（通称、「36

答申」と云う。）を提出した。 

当該報告書は、市街地における河川汚濁の現況と

下水道整備の促進を図るため、源頭水源を有しない

河川の下水道幹線（暗渠）化する河川を定めたもの

である。河川の全部又は一部を下水道幹線化するの

は、次の14河川である。 

①呑川、②九品仏川、③立会川、④北沢川、⑤烏

山川、⑥蛇崩川、⑦目黒川、⑧渋谷川、⑨古川、⑩

桃園川、⑪長島川、⑫前堰川、⑬小松川境川東支川、

⑭田柄川、 

以上のように、この時代は高度経済成長に伴い、

河川の汚濁が進行したため、住民からの苦情に対処

するという理由付けのもと、河川を利用した道路整

備や下水道整備が進められ、河川の改廃が進んだ。 

 36答申等により下水道化・暗渠化された主な中小

河川は、表－3のとおりである。 

 

5． まとめ 

過去における東京の都市計画は、当初から内務省 
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表－3 河川における下水道・埋立計画等一覧表 
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主導によって立案・決定されており、河川もその例

外ではなかった。現在、東京都が都市計画施設とし

て、都市計画法に基づき河川の改修事業を進めてい

るのは、都民への事業の事前周知のほか、このよう

な歴史的な経緯を有しているからである。 

また、過去における東京の中小河川では、区画整

理の換地先や事業費を捻出するため、都市計画事業

として河川の埋立や改廃が行われてきた。これは、

従来云われてきた「まちづくり（都市整備）と一体

となった河川や公園の施設計画が立案されていたな

ら、都市の河川はもっとよくなっていたであろう」

という一般論18)に反する事実である。 

その原因の一つには、東京における為政者や計画

立案者が、まちづくりの長期的なビジョンへの配慮

に欠け、現実的な対応として面整備・道路整備を優

先したことにある。また、ある時期には都市計画の

立案部門と道路・河川の管理部門が異なったうえ、

立案部門が独自判断で処理したことも一因であろう。 

現在、東京都では緊密な連携により、都市整備局

が都市計画道路の計画策定を担当し、道路建設・管

理を建設局が担当するという分掌になっている。 

一方、河川にあっては、都市整備局が計画手続き

事務を所管していることに変わりはないが、実質的

な河川計画の策定は建設局河川部が担うという相違

が生じている。このことは、河川の埋立・廃止と云

う極限の経験を踏まえ、河川管理者が計画策定の実

務を所管する必要性を痛感した結果であると考える。 

 昭和63年、東京都は河川管理者として原則、今後

は中小河川の埋立を行わないことを表明している。 

最後に、本報が活用され、今後の適正な河川活用

のあり方の検討、河川計画の立案者が歴史的経緯へ

の造詣を深めることで、まちづくりと一体となった

河川計画の策定に資することを願うものである。 

なお、区画整理方式による都市改造（整備）が、

様々な場面で河川埋立の要因となっていたこと5)に

ついては、別の機会にその詳細を記すこととする。 
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